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五島風力発電株式会社の経営状況について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により別紙

のとおり五島風力発電株式会社の経営状況を報告する。 

令和３年９月８日提出 

五島市長 野 口 市太郎  

 

 



 



 

 

 

 

 

 

経 営 状 況 報 告 書 
 

 

令和３年９月 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

五島風力発電株式会社 



１．会 社 概 要 

 
社  名   五島風力発電株式会社 

設  立   平成１２年１１月１５日 

経営理念   地域資源を利用して新エネルギーの開発を推進し社会に貢献する。 

業務内容   風力によって自家発電した電力の販売及びそれに付帯する一切の業務 

資 本 金   １０，０００千円 

本  社   長崎県五島市富江町富江１６５番地 

 
出資者及び出資内訳   

       五   島   市   ５，１００，０００円（５１．０％） 

       (株) 眞 﨑 商 店   １，９５０，０００円（１９．５％） 

       三 菱 重 工 （株）   １，４５０，０００円（１４．５％） 

       (有) イー・ウインド   １，０００，０００円（１０．０％） 

       (株) 十八親和銀行     ５００，０００円（ ５．０％） 

 

役  員    

代表取締役  橋本 武敏（(有)イー・ウインド 代表取締役） 

         取締役  野口 市太郎（五島市長） 

           取締役  真﨑 一郎（(株)眞﨑商店 代表取締役） 

取締役  田上 秀人（(有)イー・ウインド 専務取締役） 

取締役  木戸 康洋（(有)イー・ウインド 常務取締役） 

         監査役  古瀬 靖士（古瀬靖士税理士事務所） 

         監査役  立石 光徳（(有)タテイシ） 

          
風力発電設置場所  長崎県五島市富江町長峰字前尾１９７１番１３及び字イタビサ

コ２５２１番１０ 

設備の内容     三菱重工業製ＭＷＴ－６００・２基 

          タワー・高さ５０ｍ 翼・直径４５ｍの３枚羽 

取引銀行      株式会社 十八親和銀行 

販売先       九州電力株式会社へ全発電量売却 

総投資額      約３億円（うちＮＥＤＯ補助金 １億３千５百万円） 

          ※ ＮＥＤＯ・・・新エネルギー・産業技術総合開発機構 
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２．令和２年度業務報告 

 

第２１期事業年度（令和２年度）における主な業務を報告します。 

 

    ２号機が、主軸受の経年劣化により主軸保持機能を失いつつある状態にて、令和

３年２月１５日前後からの長時間の強風にさらされた結果、ロータヘッド、主軸、

増速機が一体となって発電機側に移動したと思われる故障により運転停止すること

となりました。この状態での運転再開は不可能であることから、同年３月２６日開

催の取締役会にて、現在故障停止中の１号機も併せて、全ての発電事業を終了し、

出来るだけ早い時期に風車を撤去することを決議しました。このような状況の中で、

今期は、売上高（売電収入）１４．４百万円（前期比マイナス６．４百万円）、経

常利益マイナス１．２百万円（前期比マイナス０．３百万円）で減収減益となり、

いずれも前期を下回る結果となりました。 
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３．貸借対照表

五島風力発電　　株式会社　

令和3年3月31日現在
（単位：円）

【流動資産】 13,671,702 【流動負債】 944,668

12,702,702 393,315

969,000 49,600

432,800

【固定資産】 14,748,536 68,953

【有形固定資産】 8,898,059

8,898,059

【無形固定資産】 430,477

430,477 　負債の部合計 944,668

【投資その他の資産】 5,420,000 【株主資本】 27,475,570

500,000 10,000,000

4,920,000 17,475,570

17,475,570

17,475,570

1,481,750

　純資産の部合計 27,475,570

　　資産の部合計 28,420,238 　負債・純資産合計 28,420,238

その他利益剰余金

投 資 有 価 証 券

（うち当期純損失金額）

保 険 積 立 金

繰越利益剰余金

利 益 剰 余 金

預 り 金

機 械 装 置

電 話 加 入 権

資 本 金

貸 借 対 照 表

資産の部 負債の部

純資産の部

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

現 金 ・ 預 金

売 掛 金

未 払 金
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

１、固定資産の減価償却方法

有形固定資産・・・・・定額法

２、その他の事項

消費税等の会計処理・・・・・税抜方式

貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 166,656,820 円
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４．財産目録

令和3年3月31日現在

（単位：円）

区　分
規　格 数量 単　価 金　額 取得年月日 耐用年数 保管場所 備　考

財産名

(イ)事業用備品

風車本体 MWT-600 2台 72,500,000 145,000,000 平成14年3月20日 17年 五島市富江町長峰

電気設備 1式 15,000,000 15,000,000 平成14年3月20日 17年 五島市富江町長峰

記録計測装置 1式 13,000,000 13,000,000 平成14年3月20日 17年 五島市富江町長峰

送電線路 1式 18,000,000 18,000,000 平成14年3月20日 17年 五島市富江町長峰

接地設備 1式 4,000,000 4,000,000 平成14年3月20日 17年 五島市富江町長峰

埋設線 1式 2,000,000 2,000,000 平成14年3月20日 17年 五島市富江町長峰

風車本体基礎 1式 28,907,151 28,907,151 平成14年2月12日 20年以上 五島市富江町長峰

電気設備基礎 1式 798,917 798,917 平成14年2月12日 20年以上 五島市富江町長峰

ソフトウェア 1式 2,300,000 2,300,000 平成26年6月30日 ５年 五島市富江町長峰

財 産 目 録
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５．損益計算書

 五島風力発電　株式会社

　　自　令和2年 4月 1日　　至　令和3年 3月31日

（単位：円）

経常損益の部
【営業損益の部】

【営業収益】

【売上高】

14,429,653

14,429,653

14,429,653

【販売費及び一般管理費】

16,123,689

1,694,036

【営業外損益の部】

【営業外収益】

109

437,656

437,765

1,256,271

1,256,271

225,479

1,481,750

営 業 損 失

受 取 利 息

雑 収 入

税 引 前 当 期 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

当 期 純 損 失

経 常 損 失 金 額

損 益 計 算 書

売 上 高

売 上 高 合 計

販売費及び一般管理費合計

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益 合 計
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６．期末利益処分計算書

1.当年度損失 ¥1,481,750 ―

２．当年度末処分利益 ¥17,475,570 ―

これを次の通り処分します。

１．未処分利益 ¥17,475,570 ―

２．次期繰越利益 ¥17,475,570 ―

（令和3年3月31日）

期 末 利 益 処 分 計 算 書
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７．株式譲渡について 

 

当社の保有資産では風車の撤去に要する費用を捻出できないため、有限会社イー・ウ

インドから以下の提案があり、今後、各株主様と協議を進める旨、取締役会にて了承さ

れました。 

 

【有限会社イー・ウインドによる提案】 

① 全ての株主が、五島風力発電株式会社の株式の全部を有限会社イー・ウインド

に譲渡し、五島風力発電株式会社を有限会社イー・ウインドの完全子会社とする。 

② 株式の譲渡額は、原則として無償とする。 

③ 全ての株主が、原則として無償による株式譲渡に合意することを条件に、有限

会社イー・ウインドは、２号機を速やかに撤去し、１号機を人材育成、訓練施設

として活用しつつ、責任をもって安全対策、保守管理等に努めるとともに、将来

的に責任をもって撤去する。 
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８．令和3年度損益予測計算書

 五島風力発電　株式会社

　　自　令和3年 4月 1日　　至　令和4年 3月31日

（単位：千円）

経常損益の部

[営業損益の部]

[売上高] 売電収入 0

[売上原価] 0

[売上総利益] 0

[営業費用]

（販売費及び一般管理費計） 3,813

△ 3,813

[営業外損益の部]

[営業外収益]

受取利息 0

営業外収益合計 0

[営業外費用]

支払利息 0

営業外費用合計 0

経常利益 △ 3,813

特別損益の部

[特別損失]

風車撤去費 33,500

特別損失合計 33,500

税引前当期純利益 △ 37,313

法人住民税及び事業税 226

当期純利益 △ 37,539

前期繰越損益 17,475

当期利益剰余金 △ 20,064

営業利益

損 益 予 測 計 算 書
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